
(証券コード 3578) 

平成 25 年６月 13 日 

 

株 主 各 位 

石川県金沢市玉鉾４丁目 111 番地 

 

代表取締役社長 小 川 直 人 

 

第 160 期定時株主総会招集ご通知における 

インターネット開示情報 

（法令及び定款に基づくみなし情報提供事項） 
 

第 160 期定時株主総会招集ご通知の添付書類のうち、連結計算書類及び計算書類

は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査した計算書類及び連結計算

書類の一部であります。なお、法令及び当社定款第 15 条の規定に基づき、第 160 期

定時株主総会招集ご通知の添付書類のうち、当社ウェブサイト（http://www.soko.c

o.jp/ir/index.html）に掲載することにより、当該添付書類から記載を省略した事

項は、次のとおりでありますので、ご高覧賜りますようお願い申しあげます。 

 

 

事業報告の以下の事項 

1. 社外役員に関する事項 

2. 会計監査人の状況 

3. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他業務の適正を確保するための体制 

4. 株式会社の支配に関する基本方針 

計算書類の以下の事項 

Ⅰ. 連結注記表 

Ⅱ. 個別注記表 

 

以 上 
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事業報告に関する事項 

1. 社外役員に関する事項 

（1） 重要な兼職先と当社との関係 

監査役福島理夫氏は、福島印刷株式会社の代表取締役であり、同社は当社と印刷

物販売の取引があります。 

監査役辰川伸一氏は、北陸通信工業株式会社の取締役会長であり、同社は当社と

通信設備等の保守点検契約を締結しております。 

 

（2） 当該事業年度における活動状況 

区 分 氏  名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 

監 査 役 福 島 理 夫 

当期開催の取締役会 14 回のうち７回出席し、また当

期開催の監査役会５回のうち全てに出席し、議案審

議等に必要な発言を適時行っております。 

監 査 役 辰 川 伸 一 

当期開催の取締役会 14 回のうち７回出席し、また当

期開催の監査役会５回のうち全てに出席し、議案審

議等に必要な発言を適時行っております。 

 

（3） 責任限定契約の内容の概要 

該当事項はありません。 

 

2. 会計監査人の状況 

（1） 会計監査人の名称 

有限責任 あずさ監査法人 

 

（2） 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 13,800 千円 

② 当社と子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 13,800 千円 

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、

①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載し

ております。 

 

（3） 非監査業務の内容 

該当事項はありません。 
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（4） 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社では、監査役会が会社法第 340 条第１項各号に定める項目に該当すると判断

した時は、会計監査人を解任する方針です。また、会計監査人の継続監査年数等

を勘案しまして、再任若しくは不再任の決定を行う方針です。 

 

3. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他業務の適正を確保するための体制 

（1） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制 

当社は企業が存続するためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの

認識のもと、すべての役員及び従業員が公正で高い倫理観に基づいて行動し、広

く社会から信頼される経営体制の確立に努めます。そのためには、すべての役員

及び従業員に対するコンプライアンスの推進、教育、研修に努めます。また、コ

ンプライアンスに関する相談や不正行為等の防止と早期発見のために従業員が取

締役及び監査役に直接通報する内部通報制度を設けています。 

 

（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や稟議書等の文書につ

いては、明瞭性の原則と社内規定に則り、作成、保存、管理しています。 

 

（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

環境、災害、品質等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、規則・

ガイドラインの設定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、

新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は、速やかに対応する責任者を定めて

います。 

 

（4） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制 

合理的な経営管理体制を確立するために取締役の職務権限と担当業務を明確にし、

取締役の職務遂行の効率性を確保しています。 

経営計画を達成するため、目標の明確な付与、採算の徹底を図るために、全社及

び各事業部の年度目標を策定し、それに基づく業務管理を行っています。 

主要要事項の審議、決定をするために、取締役会を３ヵ月に１回以上開催してい

ます。 

― 3 ― 



― 4 ― 

各部門の業務進捗状況や課題を報告、協議するために部門責任者による部門長会

議を月１回開催しています。また、すべての部門におけるＩＴ環境を見直して、

効率性、信頼性の確保に努めています。 

 

（5） 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制 

関連会社の役員を含めた情報の交換等連携体制の確立を図っています。 

 

（6） 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該従業員に関する事項及び当該従業員の取締役からの独

立性に関する事項 

監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助すべき従業員を置くものとします。 

なお、当該従業員の異動等については事前に監査役の同意を得ることとし、取締

役からの独立性を確保します。 

 

（7） 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監

査役への報告に関する体制 

監査役は、取締役会・取締役経営会議・役員会議等に出席できるほか、重要事項

の報告を受けられる体制を確保し、監査役としての監視、検証の役割と責任が果

たせるようにしています。また、内部通報制度による従業員から取締役に寄せら

れた情報については社長へ報告すると同時に他の監査役にも報告することとして

います。 

 

（8） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制 

社長と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をもつとともに内部

監査のため内部監査室を設置しています。なお、内部監査室長は監査役に対する

適時適切な報告義務と緊密な連携を保つよう努めなければならない旨を定め、監

査役の監査の実効性を確保しています。 

 

4. 株式会社の支配に関する基本方針 

該当事項はありません。 



計算書類に関する事項 

Ⅰ. 連結注記表 

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1） 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の数 ３社 

連結子会社の名称 

株式会社ソーコ流通サービス、コーコク機械株式会社、株式会社サンエス 

 

② 非連結子会社の名称 

有限会社ソーコサービス 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

 

（2） 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の会社数及び会社名 

持分法を適用した関連会社数 １社 

株式会社キョクソー 

② 持分法を適用しない会社名及び理由 

有限会社ソーコサービス 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす

影響が軽微であり重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

（3） 連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の決算日はすべて連結決算日と同一であります。 

 

（4） 会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

ⅰ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定している） 
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時価のないもの 

主として移動平均法による原価法 

ⅱ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として移動平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法)によっております。但し、仕掛品、製品は総平均法による原価法(収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっております。 

② 重要な固定資産の償却方法 

ⅰ 有形固定資産(リース資産を除く) 

建物は定額法、建物以外は定率法によっております。 

ⅱ 無形固定資産(リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、主な償却年数は次のとおりであります。 

ソフトウエア（自社利用分）5年（社内における利用可能期間） 

ⅲ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

ます。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成 20 年３月 31 日以前のものについては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

ⅰ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

ⅱ 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため将来の支給見込額を計上しております。 

ⅲ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

ⅳ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 
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④ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

⑤ のれんの償却方法及び償却期間 

負ののれんは、20 年間で均等償却しております。 

 

2. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成 24 年 4 月 1

日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に

変更しております。これにより、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 

3. 連結貸借対照表の注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額 12,701,786 千円 

（2）期末日満期手形の会計処理  

当連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

 当連結会計年度 
(平成 25 年 3月 31 日) 

受取手形 42,820 千円 
支払手形 110,184 〃 

 

4. 連結株主資本等変動計算書の注記 

（1） 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,120,000 － 2,979,922 7,140,078 

減少数の内訳は次のとおりであります。 

平成 24 年 5月 14 日開催の取締役決議に基づく自己株式の消却      2,467,711 株 

平成 24 年 10 月 19 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却      512,211 株 

 

（2） 自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,287,760 705,995 2,979,922 13,833 
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増加数の内訳は次のとおりであります。 

平成 24 年 1月 31 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得      183,000 株 

平成 24 年 5月 29 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得      512,000 株 

平成 24 年 10 月 19 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得       9,857 株 

単元未満株式の買い取り                         1,138 株 

 

減少数の内訳は次のとおりであります。 

平成 24 年 5月 14 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却     2,467,711 株 

平成 24 年 10 月 19 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却      512,211 株 

 

（3） 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円） 

1 株当たり

配当額

（円）
基準日 効力発生日 

平成 24 年 6 月 28 日 

定時株主総会 普通株式 利益剰余金 19,590 2.5 平成 24 年 3 月 31 日 平成 24 年 6 月 29 日

平成 24 年 11 月 12 日 

取締役会 普通株式 利益剰余金 17,850 2.5 平成 24 年 9 月 30 日 平成 24 年 12 月 10 日

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円） 

1 株当たり

配当額

（円）
基準日 効力発生日 

平成 25 年 6 月 28 日 

定時株主総会 普通株式 利益剰余金 17,825 2.5 平成 25 年 3 月 31 日 平成 25 年 6 月 29 日

 

5. 金融商品の注記 

1 金融商品の状況に関する事項 

（1） 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、ま

た、資金調達については銀行からの借入による方針であります。 

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回

収遅延債権については、定期的に事業部へ報告され、個別に把握及び対応を行う

体制としております。また投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提

携等に関連する株式であり、定期的に時価を把握することにより管理を行ってお

ります。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、

― 8 ― 



借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要

な資金の調達を目的としたものであり、流動性リスク(支払期日に支払いを実行で

きなくなるリスク)に晒されておりますが、当社では、月次に資金繰表を作成する

などの方法により管理しております。 

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。 

 

2 金融商品の時価等に関する事項 

平成 25 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません（(注２)を参照ください。）。 

（単位：千円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預金 793,551 793,551 － 

(2) 受取手形及び売掛金 1,152,155 1,152,155 － 

(3) 投資有価証券 583,253 583,253 － 

資産計 2,528,960 2,528,960 － 

(1) 支払手形及び買掛金 811,281 811,281 － 

(2) 1 年内返済予定の長期借入金 231,236 231,236 － 

(3) リース債務(短期) 2,314 2,314 － 

(4) 長期借入金 510,833 498,063 △12,769 

(5) リース債務(長期) 6,942 7,139 196 

負債計 1,562,607 1,550,034 △12,572 

（注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

時価については、取引所の価格によっております。 

負債 

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 1 年内返済予定の長期借入金、並びに(3) リース債務(短期) 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

(4) 長期借入金、並びに(5)リース債務(長期) 

長期借入金及びリース債務(長期)の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の
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借入又は、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定

しております。 

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

(単位：千円) 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 103,971

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「(3)投資有価証券」には含めておりません。 

 

3 金融債権の連結決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10 年以内
10 年超 

現金及び預金 793,551 － － －

受取手形及び売掛金 1,152,155 － － －

合計 1,945,707 － － －

 

4 借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

1 年内返済予定の長期借入金 231,236 － － － － －

リース債務(短期) 2,314 － － － － －

長期借入金 － 241,236 161,416 89,996 18,185 －

リース債務(長期) － 2,314 2,314 2,314 － －

その他の有利子負債 － － － － － －

合計 233,550 243,550 163,730 92,310 18,185 －

 

6. 賃貸等不動産の注記 

当社及び一部の連結子会社では、石川県において賃貸用駐車場及び工場（土地を含む）

を有しております。平成 25 年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は

63,995 千円であります。 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結

決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 
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（単位：千円） 

連結貸借対照表計上額 

当連結会計年度 

期首残高 

当連結会計年度 

増減額 

当連結会計年度末

残高 

当連結会計年度末

の時価 

108,803 △3,179 105,624 689,535

 

（注） 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であ

ります。 

2. 当連結会計年度増減額は、主な増加額は建物の資本的支出であり、主な減少

額は減価償却であります。  

3. 時価の算定方法 

当連結会計年度末の時価は、土地については社外の不動産鑑定士による「不

動産鑑定評価書」に基づく金額によっております。建物等の償却性資産につ

いては連結貸借対照表計上額をもって時価としております。 

 

7. 税効果会計の注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

  繰越欠損金 417,281 

 未払賞与等・賞与引当金 16,358  

  未払事業税 2,770 

 

千円 

  退職給付引当金 175,807  

  役員退職慰労引当金 4,416  

  貸倒引当金繰入超過額 2,975  

  減損損失 23,853  

  資産除去債務 33,232  

  その他 35,309 

 繰延税金資産小計 712,005 

 評価性引当額 △677,708 

 繰延税金資産合計 34,296 

繰延税金負債  

 

  固定資産圧縮積立金 △57,947  

  資産除去債務に対応する除去費用 △16,796  

  その他有価証券評価差額金 △103,526 

 繰延税金負債合計 △178,270 

繰延税金負債の純額 △143,974 
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法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な  

項目別の内訳 

法定実効税率 37.8 

 （調整）  

  評価性引当額の増減 △28.2 

％ 

 

  役員賞与の損金不算入額 0.8  

  住民税均等割 1.0  

  その他 △1.1  

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.6  

 

8. １株当たり情報の注記 

（1）１株当たり純資産額 314 円 62 銭

（2）１株当たり当期純利益 16 円 98 銭

 

9. 重要な後発事象の注記 

該当事項はありません。 
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Ⅱ.個別注記表 

1. 重要な会計方針 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

     子会社株式及び関連会社株式… 移動平均法による原価法 

     その他有価証券  

      時価のあるもの……………… 決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理） 

      時価のないもの……………… 移動平均法による原価法 

（2） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     製品、仕掛品………………… 総平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法) 

     原材料、貯蔵品……………… 移動平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法) 

（3） 固定資産の減価償却の方法 

     有形固定資産 

      (リース資産を除く)………… 

 

建物は定額法、建物以外は定率法 

     無形固定資産 

      (リース資産を除く)………… 

 

定額法 

なお、主な償却年数は次のとおりであります。 

ソフトウエア（自社利用分）5 年（社内における利用

可能期間） 

     リース資産……………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成 20 年３月 31 日以前のも

のについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

（4） 引当金の計上基準 

     貸倒引当金……………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

     退職給付引当金………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上

しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。 

     役員退職慰労引当金…………… 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 
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（5） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

2. 会計方針の変更 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 24 年 4 月 1 日以降に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これにより、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 

 

3. 貸借対照表の注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額 12,583,752 千円 

（2）関係会社に対する短期金銭債権 4,774 千円 

（3）関係会社に対する短期金銭債務 105,205 千円 

（4）期末日満期手形の会計処理  

      当事業年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。 

 当事業年度 
(平成 25 年 3月 31 日) 

受取手形 40,262 千円 

支払手形 107,379 〃 

 

4. 損益計算書の注記 

（1） 関係会社との取引高 

仕    入    高 343,962 千円

営業取引以外の取引高 75,878 千円

 

5. 株主資本等変動計算書の注記 

自己株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 2,283,910 705,995 2,979,922 9,983

増加数の内訳は次のとおりであります。 

平成 24 年 1月 31 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得      183,000 株 

平成 24 年 5月 29 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得      512,000 株 

平成 24 年 10 月 19 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得       9,857 株 

単元未満株式の買い取り                         1,138 株 
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減少数の内訳は次のとおりであります。 

平成 24 年 5月 14 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却     2,467,711 株 

平成 24 年 10 月 19 日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却      512,211 株 

 

6. 税効果会計の注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

  繰越欠損金 409,161 

  未払賞与等 12,630 

 

千円 

  未払事業税 1,858  

  退職給付引当金 154,743  

  役員退職慰労引当金 4,416  

  貸倒引当金繰入限度超過額 2,409  

  減損損失 23,853  

  資産除去債務 33,232  

  その他 24,524 

 繰延税金資産小計 666,829 

 評価性引当額 △666,829 

 繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債  

  固定資産圧縮積立金 △57,947 

 

  資産除去債務に対応する除去費用 △16,796  

  その他有価証券評価差額金 △102,702 

 繰延税金負債合計 △177,446 

繰延税金負債の純額 △177,446 

 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳 

法定実効税率 37.8 

 （調整）  

  評価性引当額の増減 △46.9 

％ 

 

  役員賞与の損金不算入額 1.3  

  住民税均等割 1.4  

  その他 3.1  

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 △3.4  

 

7. リース取引の注記 

リース取引開始日が平成 20 年３月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は

次のとおりであります。 

（1） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却累計額 

相当額 

期末残高 

相当額 

工具、器具及び備品 21,168 千円 18,648 千円 2,520 千円
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(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

（2） 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 2,520 千円

 １年超 -千円

 合 計 2,520 千円

（3） 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 3,024 千円

減価償却費相当額 3,024 千円

（4） 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

8. 関連当事者との取引の注記 

 子会社等 

関連当事者 

との関係 
種類 

会社等の

名称 
所在地

資本金又

は出資金

(百万円) 

事業の

内容 

議決権等の

所有 

(被所有) 

割合 

(％) 
役員

の兼

任等

事業上

の関係

取引の内容
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 

子会社 

株 式 会 社

ソ ー コ 流

通 サ ー ビ

ス 

金沢市

古府南
   40 

倉庫業 

包 装 梱 包

業 

所有 

85.8 
1 名

倉庫業 

包 装 梱

包業 

保 管 業 務

委託  

不 動 産 等

賃貸 

249,172 

42,444 

未払金 

未収入金

91,285

4,621

子会社 
コ ー コ ク

機 械 株 式

会社 

金沢市

古府南
   10 

機械製造 

修理業 
所有 

100.0 
1 名

機 械 製

造 

修理業 

機 械 製 造

修理委託 
57,765 未払金 10,802

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針は、一般の取引先と同様であります。なお、取引金額に消

費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

9. １株当たり情報の注記 

（1）１株当たり純資産額 233 円 02 銭

（2）１株当たり当期純利益 12 円 79 銭

 

10. 重要な後発事象の注記 

該当事項はありません。 


